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Comparison of the Abe First and Second Governments’ Policies towards 
China 
In 2006 Prime Minister Abe Shinzō displayed a flexible posture towards China 
by refusing to clearly state whether he would visit the Yasukuni Shrine or not. 
When he returned to the post of the head of government in 2012, however, he 
avoided making any compromise on history or territorial issues. The aim of the 
article is to compare international, domestic and intraparty factors that 
influenced Abe’s China policy under his first and second cabinets. 
The fact that it was the territorial dispute over the Senkaku Islands rather than 
the Yasukuni problem that constituted the main obstacle in Sino-Japanese 
relations in 2012 hardened Abe’s posture towards Beijing. Moreover, by 
contrast to situation in 2006, the Japanese society demanded an assertive policy 
towards China after nationalization of the disputed archipelago by the Noda 
cabinet in 2012. In addition, due to decomposition of the Democratic Party of 
Japan, in 2012 Abe did not feel pressure from the opposition parties in this 
regard. Equally important was the fact that the pro-Beijing camp in the Liberal 
Democratic Party weakened considerably since 2006. All these determinants 
influenced Japan’s China policy and made Abe less willing to seek an 
agreement with Beijing. 
KEYWORDS: Sino-Japanese relations, Japan’s foreign policy, Liberal 
Democratic Party, Abe Shinzō 
 
 


















































































































倍総理は就任直後、2006 年 10 月 8 日に中国を訪問した。戦略的互
恵関係の枠組み内で、突然な日中接近を成し遂げた。2007 年 9 月に
安倍総理が辞任した後、福田康夫首相の在任中（2007 年－2008
年）、日中友好交流は最盛期を迎えた。それにもかかわらず、2010











イ行為の容疑で拘留した。日本側は 2010 年 9 月下旬に船長を釈放
したにもかかわらず、反日デモは 2010 年 11 月まで続いた。さらに、
2012 年には次の深刻な外交危機が起こった。2012 年 4 月に石原慎
太郎東京都知事が尖閣諸島 3 島の購入計画を宣言し、2012 年 9 月
11 日に野田内閣は同じ島々を国有化した。その結果、反日デモが
2010 年のデモより激化し、日中の閣僚級交流が中断され、日中関係













2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
中国国内総生産 日本国内総生産
出典：International Monetary Fund (2013). 
尖閣諸島をめぐる二つの事件により、2012 年の国際環境は、2006
年に比べて大きく異なるものとなっていた。図 2 が示すように、中




















































結局、2013 年 12 月 26 日に安倍総理は靖国神社に参拝し、中国と韓
国から凄まじい批判を浴びた。2014 年にわたって日本と中国は歴史
問題と尖閣諸島主権をめぐり国際舞台で「プロパガンダ戦争」を戦























の姿勢を硬化させた。図 3 が示すように、2012 年に日本社会による
対中国不信感は 2006 年の水準よりはるかに高かった。親しみを感
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じないと答えた人の割合は 61.6 パーセントから 80.6 パーセントま




自民党総裁選挙の直前、2006 年 8 月下旬に実施された『朝日新聞』





は 64 パーセントに達していた（『朝日新聞』2006 年 8 月 23 日：
3）。安倍首相の中国訪問は大成功に終わり、日本社会は日中接近




日新聞』2006 年 10 月 11 日：4）。『読売新聞』の世論調査による
とも、内閣支持理由として「外交政策に期待できる」を選択した人
の割合は 2 番目に高く、29 パーセントに上った（『読売新聞』2006
年 10 月 18 日：2）。しかしその後、安倍内閣の高支持率は多くの
汚職事件と年金記録問題のせいで急落し始めた。そのため、自民党



































政党 2006 年 2 月 2013 年 2 月 政策姿勢 
自由民主党 294 294 やや右翼 
民主党 111 56 中道派 
日本維新の会 － 54 右翼 
公明党 31 31 中道派 
みんなの党 － 18 中道派 
日本共産党 9 8 左翼 
生活の党 － 7 中道派 
社会民主党 7 2 左翼 
出典：『国会便覧』(2006：390-393)、『国会便覧』(2013：390-393)。 
逆に、2012 年 9 月 26 日に自民党総裁ポストに復帰した安倍氏は民
主党の「外交敗北」を鋭く批判して、「日本を、取り戻す」という
キャッチフレーズを掲げて総選挙に臨んだ。2012 年 12 月 16 日の衆
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議院選挙で、自民党は 2005 年と同じような圧勝を果たし、294 議席














答えたのは 39 パーセントに過ぎなかった（『朝日新聞』2012 年 10
月 22 日：3）。2013 年 2 月になっても、強硬姿勢を支持する者は
50 パーセントに上り、一方、柔軟姿勢の支持者は 42 パーセントだ


































た。2005 年 6 月、加藤紘一元自民党幹事長は、小里派の園田博之、
堀内派の望月義夫、旧橋本派の山崎力と北岡秀二、そして無派閥の


















                                                        
1
 多野党化も自民党勝利の要因となったのは断るまでもない。 






2006 年 5 月に『朝日新聞』が行った世論調査によると、「次の首相
にふさわしいのは、誰だと思いますか」という質問への応答は、安
倍晋三 41 パーセント、福田康夫 29 パーセント、麻生太郎 3 パーセ
ント、谷垣禎一 1 パーセントという順であった。加えて、「次の首
相に力を入れて欲しいテーマ」で「外交の改善」を選んだ人のうち、
福田元官房長官の支持は 41 パーセントに達し、安倍官房長官の 32




45 パーセント、「必要はない」と答えたのは 49 パーセントだった。
安倍官房長官の「あいまい戦略」を評価したのはわずか 32 パーセ
ント、50 パーセントは谷垣谷垣禎一の宣言した靖国神社参拝中止姿
勢を支持していたんである（『朝日新聞』2006 年 8 月 23 日：3）。
世論の追い風を感じる親中派の動きは安倍官房長官による対中姿勢
の軟化にも影響を及ぼしたと見られる。 
2006 年と比較すると、2012 年 12 月における親中派の影響力は著し
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